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各      位 
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代表者名 代表取締役 田中茂樹 

 （コード番号 3832） 

問合せ先 取締役   松本貞子 

 （TEL. 03-5443-7489） 

 

 

株式会社クオリーメンからの業務提携契約の解除通知による 

業務提携内容の一部変更に関するお知らせ 

 

 平成 25 年 12 月 20 日付「新たな事業の開始及び株式会社クオリーメン及び株式会社ジェネ

シスとの業務提携契約の締結に関するお知らせ」にて公表した業務提携契約について、株式会

社クオリーメン（以下、クオリーメン社）より解除通知書が送付されたことを受け、本日の取

締役会において業務内容を一部変更することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

記 

 

1. クオリーメン社からの解除通知について 

  当社は、平成 25 年 12 月 20 日に株式会社クオリーメン社及び株式会社ジェネシス（以

下、ジェネシス社）と再生因子を使った再生医療について業務提携契約（以下、原契約と

いう）を締結して以降、その事業化を進めてまいりましたが、このたび、クオリーメン社

より平成 26 年 11 月 27 日付の解除通知書が送付されてきました。 

これに先立ち、同年 11 月 19 日付でクオリーメン社から解除通知書が送付されてきてお

りましたので、当社はジェネシス社へ問い合わせたところ、ジェネシス社より「クオリー

メン社に連絡し、3 社で協議する場を設けるのでそれまで解除通知は保留にしてほしい」

との申し出がありました。3 社協議は同年 12 月 1 日の週に行われる予定でしたが、事前

の同年 11 月 26 日にジェネシス社とクオリーメン社が協議したところで、クオリーメン社

から同年 11 月 27 日付の解除通知書が再度送られてきたもので、当社は同年 11 月 27 日付

の解除通知書を正式な解除通知であると考えております。 

当該通知書の内容は次のとおりです。「当社がジェネシス社に対して、商品の売買代金

につき 600 万円以上の未払いがあり、ジェネシス社からの再三の催告にもかかわらず支払

いが行われておらず、また支払われる見込みがない。従って、クオリーメン社は原契約を

直ちに解除する。また、当社は、クオリーメン社との間において中国での再生因子ビジネ

スについて何らの合意もないにもかかわらず、平成 26 年 4 月 4 日付け及び同年 9月 18 日

付けで虚偽の事実を開示し、また当社ウェブページ上において再生因子医療関連ビジネス

をあたかも当社が主導で展開しているかのような真実に反する内容を公表するなどしてク

オリーメン社との信頼関係を著しく害している。」 

当社は、商品の売買代金につきジェネシス社に未払いはあるものの、ジェネシス社から

一度も催告は受けていないこと、ジェネシス社とは、原契約に基づく提携業務である「本

件商品を販売するのに必要な情報を当社へ提供すること」をジェネシス社が履行したら支

払うことを原契約の特約として口頭で合意しているものの、ジェネシス社が履行していな
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いこと、以上の 2 点から、もともと当社に債務不履行の事実はないので、クオリーメン社

の主張する当該解除の理由にあたらないものと考えております。さらに、本件については、

当社はクオリーメン社から催告を受ける立場にありませんので、クオリーメン社からも一

度も催告は受けておりません。また、クオリーメン社が虚偽の事実開示と主張する、中国

での再生因子ビジネスである平成 26 年 4 月 4 日付公表の「臨床研究及び臨床に関する覚

書締結のお知らせ」は、そもそもクオリーメン社の合意は必要ないものであります。他方、

平成 26 年 9 月 18 日付 PR 情報「新商品の販売に関するお知らせ」にて公表しましたクリ

ーム及びセラムの販売は、原契約とは別のものであり、クオリーメン社及び関連会社が所

有する特許を用いた化粧品であることから、開示する際にはクオリーメン社と合意の上で

開示いたしました。しかしながら、当該商品は、このたびの解除通知によるクオリーメン

社との関係に鑑み、平成 26 年 12 月 1日の販売を中止とし、今後の展開について開示すべ

き事項が生じましたら速やかにお知らせいたします。 

このように、当社としては、クオリーメン社の主張はいずれも解除理由にあたらないも

のと考えております。そこで、当社はジェネシス社と協議した結果、クオリーメン社の主

張は解除理由にはあたらないものの、本件事業を相互協力のもとで継続できないという意

思表示を含んでいるものと判断し、今後は、原契約に基づき 2 社（ジェネシス社と当社）

の業務提携により、本件事業を継続していくことといたしました。 

なお、この点につきましては、原契約において、契約当事者の一方が本件事業の継続を

中止する旨の意思表示を行った場合にも、他の当事者は「事業継続の権利」を有するとい

う規定があることから、契約書の条文に基づいて事業継続が可能であります。実際に、本

件事業は、原契約に規定されている商品の関連特許権の専用実施権をジェネシス社が保持

していることから、原契約におけるクオリーメン社の業務であった商品の製造及び当社へ

の引渡しは、ジェネシス社が行うことで継続が可能であります。 

  

2. 今後の見通し 

 原契約における商品、再生因子とは、幹細胞を培養する際に生みだされる上清（サイト

カインと呼ばれるたんぱく質群）に分布される産出物質のことで、幹細胞同等の再生能力

を持っています。「再生因子を使った再生医療」とは、幹細胞そのものを投与するのでは

なく、幹細胞の「培養上清」に分布される「再生因子」を投与するという薬物療法であり、

再生医療新法の対象外となっております。 

 クオリーメン社の業務であった商品の製造は、クオリーメン社が外部へ製造を委託して

おりましたが、今後は、原契約における商品の関連特許権に関する専用実施権を保持する

ジェネシス社が、従来どおり外部へ製造を委託することで本件事業を継続してまいります。

従いまして、当社の仕入先がジェネシス社に変更になっても、本件事業の継続に影響はな

いものと考えております。 

 

以  上 


